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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第74期
第１四半期
連結累計期間

第75期
第１四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

自 2017年７月１日
至 2018年６月30日

売上高 (百万円) 14,168 17,729 106,023

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,189 △2,061 6,721

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) 8 △1,654 4,555

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 849 △1,107 4,698

純資産額 (百万円) 54,595 57,245 59,449

総資産額 (百万円) 114,774 116,122 113,890

１株当たり四半期(当期)純利益
金額
又は１株当たり四半期純損失金
額(△)

(円) 0.55 △106.33 294.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.3 48.4 51.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,358 △6,516 △602

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,530 235 977

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,237 4,825 △3,062

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,101 13,926 15,233
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため「―」で表示し

ております。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの異常な変動または、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数

値で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1)財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2018年７月１日から2018年９月30日まで）におけるわが国経済は、雇用・所得環境

の改善を背景に個人消費が持ち直すなど、緩やかに回復しております。また、海外経済については米国・欧州に端

を発して世界的にみられる政策の不確実性やアジア経済の先行きに留意する必要があるものの、景気は緩やかに回

復しております。

当社グループを取り巻く経営環境は、コンサルタント国内事業では公共事業における防災・減災やインフラ老朽

化対策、コンサルタント海外事業ではわが国政府によるインフラシステム輸出戦略の推進、電力エンジニアリング

事業では電力流通設備の更新需要、都市空間事業ではBDP HOLDINGS LIMITEDおよびその子会社（以下、総称して

「BDP社」）の主要地域である英国における公共施設の新築・改修、エネルギー事業では低炭素化や分散電源化に伴

う再生可能エネルギーの需要がそれぞれ堅調に推移いたしました。

このような状況の下で、当社グループは、中期経営計画NK-Innovation 2021（2018年７月から2021年６月まで）

に基づき、「グローバルなコンサルティング＆エンジニアリングファームへと進化を続ける」を基本方針として、

「鉄道分野の生産体制強化」「都市空間事業の海外展開」「エネルギー事業の確立」「コンサルティング事業での

事業創生と海外展開」「電力エンジニアリング事業での製品開発と海外展開」の５つの事業戦略と、これらを実現

するための全社共通施策である、「ワンストップ営業体制の構築」「技術と人財への投資」「グループガバナンス

の強化」を推進してまいりました。

以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高は前年同期比8.2％増の28,891百万円、

売上高は主に前連結会計年度より開始する業務契約について進行基準を適用している影響により、前年同期比

25.1％増の17,729百万円、営業損失は前年同期比26.0％増の1,962百万円、経常損失は前年同期比73.3％増の2,061

百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失は1,654百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益８百万

円）となりました。

また、当第１四半期連結累計期間の売上高17,729百万円は、通期予想売上高115,000百万円に対して15.4％（前年

同期は13.4％）の達成率となりました。これは当社グループの売上高が通常の営業形態として下期に進捗度合が増

す業務の割合が大きく、季節変動が生じるためです。さらに、販売費及び一般管理費などの費用は年間を通じほぼ

均等に発生するため、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益とも

に損失計上となりました。

　

当社グループのセグメント別の業績は次のとおりです。

　

［コンサルタント国内事業］

コンサルタント国内事業においては、受注・生産体制の再構築や品質の確保・向上など経営基盤のさらなる強化

や効果的な事業マネジメントの推進に加え、主にコンサルタント海外事業や中央研究所との連携によるグローバル

戦略の推進支援、インフラの価値向上のためのマネジメント技術を核とした新事業創出に取り組みました。

以上の結果、受注高は前年同期比6.6％増の14,266百万円となりました。また、売上高は前年同期比191.1％増の

5,749百万円、営業損失は前年同期比23.7％減の1,511百万円、経常損失は前年同期比22.9％減の1,511百万円となり

ました。
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［コンサルタント海外事業］

コンサルタント海外事業においては、主に鉄道事業における要員の確保・育成やプロジェクト・マネジメント能

力の向上による生産体制の強化、収益管理・リスク管理・安全管理の徹底に加え、PPP（パブリック・プライベー

ト・パートナーシップ：官民連携）事業・PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）事業において公共

施設等運営権制度を活用したコンセッション事業・民間事業に積極的に取り組みました。

以上の結果、受注高は前年同期比12.7％増の7,431百万円となりましたが、売上高は前年同期比12.4％減の5,111

百万円、営業損失は33百万円（前年同期は営業利益678百万円）、経常利益は前年同期比99.1％減の６百万円となり

ました。

 

［電力エンジニアリング事業］

電力エンジニアリング事業においては、グローバル展開を見据えた交通・運輸、維持管理など新領域への拡大に

よる機電コンサルタント事業の拡大、エネルギー関連事業や維持管理ビジネスにおけるグループ連携強化、世界標

準仕様の製品開発・技術開発の推進とともに、引き続き徹底したコストダウンによる価格競争力の向上と営業力強

化に取り組みましたが、電力市場全体の競争が活発になり、当社グループにも影響が及んでおります。

以上の結果、受注高は前年同期比53.3％減の1,902百万円となりました。また、売上高は前年同期比0.5％減の

3,088百万円、営業利益は前年同期比42.5％減の138百万円、経常利益は前年同期比68.2％減の124百万円となりまし

た。

 

［都市空間事業］

都市空間事業においては、英国市場の変化への対応に加え、シンガポールを拠点としたグループ内協業によるア

ジア市場の事業拡大、英連邦諸国への参入に取り組みました。

以上の結果、受注高は前年同期比92.7％増の5,126百万円となりました。また、売上高は前年同期比6.0％増の

3,291百万円となりましたが、営業損失は21百万円（前年同期は営業利益41百万円）、経常利益は前年同期比54.7％

減の31百万円となりました。

 

［エネルギー事業］

エネルギー事業においては、再生可能エネルギーなどの発電事業の収益向上および民間資金によるPFI事業を含む

新規案件の形成、エネルギーマネジメント事業における再生可能エネルギー・蓄電池EPC（エンジニアリング・プロ

キュアメント・コンストラクション） 事業での実績の蓄積およびリソースアグリゲータ（エネルギー事業者と需要

家の双方に関わる制御・管理等における中核的な役割を担う事業者）・VPP（バーチャルパワープラント：仮想発電

所）事業の推進に取り組みました。

以上の結果、受注高は134百万円、売上高は213百万円、営業損失は36百万円、経常損失は59百万円となりまし

た。

 
［不動産賃貸事業］

不動産賃貸事業の売上高は前年同期比3.3％減の109百万円となりました。営業利益は前年同期比1.5％増の106百

万円となりましたが、経常利益は前年同期比20.9％減の83百万円となりました。
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当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は116,122百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,232

百万円の増加となりました。

　資産の部では、流動資産は56,054百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,791百万円の増加となりました。

これは、現金及び預金の1,942百万円の減少等があった一方、受取手形及び売掛金1,479百万円および仕掛品2,197百

万円の増加等があったことが主な要因です。

　固定資産は60,067百万円となり、前連結会計年度末と比較して441百万円の増加となりました。これは、有形固定

資産のその他に含まれる建設仮勘定の416百万円の増加等があったことが主な要因です。

　負債の部では、流動負債は33,271百万円となり、前連結会計年度末と比較して4,829百万円の増加となりました。

これは、流動負債のその他に含まれる未払金778百万円および未払消費税521百万円および預り金719百万円の減少等

があった一方、短期借入金の6,000百万円および賞与引当金の1,284百万円の増加等があったことが主な要因です。

　固定負債は、25,605百万円となり、前連結会計年度末と比較して393百万円の減少となりました。これは、固定負

債のその他に含まれる長期繰延税金負債の461百万円の減少等が主な要因です。

　純資産の部は、57,245百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,203百万円の減少となりました。これは、親

会社株主に帰属する四半期純損失1,654百万円、配当金の支払い1,192百万円、その他有価証券評価差額金209百万円

および為替換算調整勘定368百万円の増加等が主な要因です。

　以上の結果、自己資本比率は48.4％となり前連結会計年度末と比較して2.9ポイント低下しました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物は、13,926百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,306百

万円減少しました。その主な要因は次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失2,061百万円に減価償却費等の非資金項目、営

業活動に係わる債権・債務の加減を行った結果、6,516百万円の支出（前年同期は3,358百万円の支出）となりまし

た。これは主に前受金の増加等の増加要因に対し、売上債権の増加、たな卸資産の増加等の減少要因が上回ったこ

とによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、235百万円の収入（前年同期は2,530百万円の収入）となりました。これ

は、主に有価証券の売却による収入等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、4,825百万円の収入（前年同期は1,237百万円の支出）となりました。こ

れは、主に短期借入金の増加による収入等によるものであります。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」という。）

を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
 

1) 基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価

値ひいては株主共同の利益を持続的に向上させることを可能とする者であるべきと考えています。

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模な買付行為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資

するものである限り、これを一概に否定するものではありません。大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を

行うか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきものであると考えます。

 しかしながら、当社株式について大規模な買付行為を行おうとする者の中には、その目的等から見て企業価値

ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす者、株主に株式の売却を強要するおそれのある者、顧

客、従業員、取引先等の関係者との間の信頼関係を破壊するおそれのある者、買付条件に当社の企業価値が十分

に反映されていない者、株主の皆様のご判断のために十分な情報を提供しない者等、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資さない者がないとは言い切れません。

 当社は、1946年の創業以来、建設コンサルタント事業及び電力エンジニアリング事業を主たる事業として、社

会資本整備に関する事業を展開しており、極めて公共性が高く社会的使命の大きい企業として、今後も持続的な

発展を図る必要があります。また、当社は、豊富な経験と実績に裏打ちされたブランド力を有しており、国・地

方公共団体等の顧客から高い信頼を得ていますが、当社の技術力は、当社グループの従業員、取引先等の関係者

の高い専門性と幅広いノウハウによって支えられております。当社の経営にあたっては、このような当社の企業

価値の源泉を十分理解したうえ、国内外の顧客・従業員及び取引先等の関係者との間に培われた信頼関係を維

持・発展させながら事業を展開することが不可欠であり、それによりはじめて企業価値の向上と株主の皆様の利

益に資することができると考えます。

 このような事情に鑑み、当社は、大規模な買付行為を行おうとする者は、株主の皆様のご判断のために必要か

つ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会による意見形成や代替案の検討、対抗措置を発動す

る要否の検討のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を開始できることとする仕組みが必要で

あり、上記の例を含め、当社の企業価値の源泉を理解せず、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない

大規模な買付行為を行おうとする者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、こ

のような者による大規模な買付行為に対しては、必要かつ相当な対抗措置を取ることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
 

2) 財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

　当社は、上記1)の基本方針の実現に資する特別な取組みとして、以下の施策を実施しております。

 ①中長期計画に基づく戦略的な事業推進

  イ　経営の基本方針

当社グループでは、経営理念である「誠意をもってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する。」に込めら

れた価値と果たすべき使命を継承したうえ、当社グループが目指す将来の具体的な姿を、「安全・安心な社会

基盤と豊かな生活空間づくりに価値あるサービスを提供し未来を拓く」というグループビジョンとして定めて

います。
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 ロ　目標とする経営指標

　 当社グループは、2021年６月期における業績目標を、売上高1,400億円、営業利益126億円、ROE（自己資本

当期純利益率）12.7％としております。

　なお、当社グループは事業のグローバル展開とそれに伴う海外売上高比率の増加が見込まれるため、グルー

プ内会計基準の統一による経営基盤の強化や財務諸表の国際的な比較可能性の向上、開示情報の充実、今後の

M＆A等を含めた適切な資産評価を目指し、国際財務報告基準（IFRS）の導入を予定しております。2021年６月

期の業績目標は国際財務報告基準（IFRS）の導入を想定した目標です。

　

 ハ　経営戦略

　 当社グループは、グループビジョン「安全・安心な社会基盤と豊かな生活空間づくりに価値あるサービスを

提供し未来を拓く」の実現に向け、2019年６月期を初年度とする３ヵ年計画「NK-Innovation 2021」を新たに

策定しました。新中期経営計画では、「グローバルなコンサルティング＆エンジニアリングファームへと進化

を続ける」を基本方針とし、国内外でのコンサルティング事業および電力エンジニアリング事業に加え、新た

に参入した都市空間事業・エネルギー事業を拡大し、また各事業間の連携を強化することによって、より複合

的かつ総合的なソリューションの提供を目指します。

　新中期経営計画「NK-Innovation 2021」では、下記の実現に向けて取り組みます。

≪事業戦略≫

 1．鉄道分野の生産体制強化

2．都市空間事業の海外展開

3．エネルギー事業の確立

4．コンサルティング事業での事業創生と海外展開

5．電力エンジニアリング事業での製品開発と海外展開

　

≪全社共通施策≫

 1．ワンストップ営業体制の構築

2．技術と人財への投資

3．グループガバナンスの強化

 

新中期経営計画「NK-Innovation 2021」の初年度となる2019年６月期は、コンサルタント国内事業において

は、技術者の増強と中央研究所とタイアップした研究開発の加速による技術基盤の強化に取り組みます。コン

サルタント海外事業においては、主に鉄道部門の生産体制の強化、大型プロジェクトの収益管理・リスク管

理・安全管理の徹底に取り組みます。電力エンジニアリング事業においては、グローバル展開に向けた製販一

体による製品開発の推進、徹底したコストダウンによる価格競争力の向上と営業力強化に取り組みます。都市

空間事業においては、英連邦諸国およびアジア市場での事業拡大に取り組みます。エネルギー事業において

は、再生可能エネルギーの事業開発と蓄電池を利用したエネルギーマネジメント分野に本格的に取り組みま

す。　

 　　　

②コーポレート・ガバナンス体制の強化

 当社は、当社グループの企業価値を一層高めるため、経営機構における監督機能を強化するとともに、透明

性の確保、迅速な業務執行体制の確立を図り、コーポレートガバナンスの充実に努めることを基本的な考え方

としています。

　機関設計としては、監査役会設置会社（かつ取締役会、会計監査人設置会社）を選択しています。また、独

立役員を構成員に含む指名・報酬等諮問委員会を設置し、経営の公正・透明性を高めると共に、執行役員制度

により、経営の監視・監督機能と業務の執行機能を分離し、責任の明確化と意思決定の迅速化を図っていま

す。
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3) 基本方針に照らして不適切な者による支配の防止のための取組みの概要

 当社は、上記1)の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組みとして、「当社株式の大規模買付行為に対する対応方針」（以下「買収防衛策」とい

う。）を設定しております。

　買収防衛策の概要は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の大規模

買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる大規模買付行為を行おうとする大規

模買付者は、a.事前に当社取締役会に意向表明書の提出を含む必要かつ十分な情報を提供し、b.当社取締役会に

よる一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。

　当社は、2006年５月の取締役会決議により初めて買収防衛策を導入し、2007年６月の取締役会決議により一部

改訂の上継続し、その後、2008年６月の第63回定時株主総会決議、2011年６月の第66回定時株主総会決議、2013

年９月の第69回定時株主総会決議及び2016年９月の第72回定時株主総会決議により、株主様に一部改訂の上継続

することをそれぞれご承認いただきました。

 買収防衛策の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.n-koei.co.jp/)にお

いて全文を掲載しています。（「中期経営計画 NK-Innovation 2021」の策定に伴い、2018年８月28日開催の臨

時取締役会決議により「当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別

な取組み」の内容の一部を改訂しております。）
 

4) 上記2)及び3)の取組みについての取締役会の判断およびその理由

 上記2)の取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるために実施しているものであるた

め、上記1)の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでなく、当社の会社役員の地位の維持を

目的とするものでもないと考えます。

　上記3)の取組み（買収防衛策）は、a.経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める３原則を充足し、経済産業省に設置された

企業価値研究会が2008年６月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内

容も踏まえたものとなっていること、b.株主をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能

ならしめ、かつ当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するためのものであること、

c.大規模買付ルールの内容並びに対抗措置の内容及び要件は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保及

び向上という目的に照らして合理的であること、d.大規模買付ルールの内容並びに対抗措置の内容及び要件は、

いずれも具体的かつ明確であり、株主、投資家及び大規模買付者にとって十分な予見可能性を与えていること、

e.株主総会における株主の承認を条件に発効するものとされており、また、取締役会は、所定の場合には、株主

意思確認総会を招集し、対抗措置の発動の是非について株主の意思を確認することができるものとされているこ

と、さらに、買収防衛策の継続、廃止又は変更の是非の判断には、株主総会決議を通じて株主の意思が反映され

ること、f.対抗措置の発動の要件として、客観的かつ明確な要件が定められており、また、当社経営陣から独立

した特別委員会を設置し、対抗措置の発動の前提として特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し

たうえ、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限に尊重して、対抗措置を講じるか否かを判断することとし

ており、当社取締役会の判断の客観性・合理性を担保するための十分な仕組みが確保されていること、g.特別委

員会は、当社の費用で、独立した外部専門家等の助言を受けることができるものとされており、特別委員会によ

る判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっていること、h.当社株主総会の決議によって廃止す

ることができるほか、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議によっても廃止すること

ができるとされており、デッドハンド型買収防衛策ではなく、また、当社取締役の任期は１年であることから、

スローハンド型買収防衛策でもないことから、上記1)に述べた基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損

なうものでなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えます。

　

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は192百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,000,000

計 38,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,905,049 15,919,544
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は100株
であります

計 15,905,049 15,919,544 ― ―
 

（注）2018年９月27日開催の臨時取締役会決議により、2018年10月26日付で譲渡制限付株式報酬として、新株式を

発行いたしました。これにより発行済株式総数は14,495株増加し、15,919,544株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年９月30日 ― 15,905,049 ― 7,415 ― 6,114
 

（注）2018年10月26日を払込期日とする譲渡制限付株式報酬としての新株式発行による増資により、発行済株式総

数が14,495株、資本金および資本準備金がそれぞれ22百万円増加しています。これにより発行済株式総数

は、提出日現在で15,919,544株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(2018年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2018年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 364,400
 

3,582 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,421,200
 

154,212 ―

単元未満株式 普通株式 119,449
 

― ―

発行済株式総数 15,905,049 ― ―

総株主の議決権 ― 157,794 ―
 

(注)１．上記「完全議決権株式（自己株式等）」には、当社所有の自己株式6,200株および資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託E口）が所有する358,200株が含まれております。

２．上記「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が

それぞれ300株（議決権の数３個）および62株が含まれております。

３．上記「単元未満株式」には、当社所有の自己保有株式22株を含めて記載しております。

 
② 【自己株式等】

  2018年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本工営(株)

東京都千代田区麹町
　　　　　５丁目４番地

6,200 358,200 364,400 2.29

計 ― 6,200 358,200 364,400 2.29
 

(注)　他人名義で所有している理由等

「従業員持株ESOP信託」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)(東京都中央

区晴海１丁目８番12号　晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟)が所有しております。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年７月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 16,392 14,449

  受取手形及び売掛金 26,214 27,694

  仕掛品 7,942 10,140

  その他 3,796 3,855

  貸倒引当金 △83 △85

  流動資産合計 54,263 56,054

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,082 6,021

   土地 16,598 16,600

   その他（純額） 4,943 5,348

   有形固定資産合計 27,624 27,970

  無形固定資産   

   のれん 8,185 8,282

   その他 4,778 4,739

   無形固定資産合計 12,964 13,022

  投資その他の資産   

   その他 ※1  19,214 ※1  19,245

   貸倒引当金 △177 △170

   投資その他の資産合計 19,037 19,074

  固定資産合計 59,626 60,067

 資産合計 113,890 116,122

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,164 3,543

  短期借入金 - 6,000

  1年内返済予定の長期借入金 2,050 2,065

  未払法人税等 1,012 259

  前受金 8,693 9,436

  賞与引当金 1,860 3,144

  役員賞与引当金 83 83

  工事損失引当金 176 180

  その他 10,398 8,556

  流動負債合計 28,441 33,271

 固定負債   

  長期借入金 18,934 18,951

  役員退職慰労引当金 32 30

  環境対策引当金 34 34

  退職給付に係る負債 3,873 3,890

  その他 3,124 2,699

  固定負債合計 25,999 25,605

 負債合計 54,440 58,877
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,415 7,415

  資本剰余金 6,466 6,466

  利益剰余金 45,528 42,681

  自己株式 △1,180 △1,083

  株主資本合計 58,229 55,479

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,195 1,404

  為替換算調整勘定 △2,045 △1,676

  退職給付に係る調整累計額 983 965

  その他の包括利益累計額合計 133 694

 非支配株主持分 1,086 1,072

 純資産合計 59,449 57,245

負債純資産合計 113,890 116,122
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年７月１日
　至 2017年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年７月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 14,168 17,729

売上原価 9,698 13,226

売上総利益 4,470 4,503

販売費及び一般管理費 6,027 6,466

営業損失（△） △1,557 △1,962

営業外収益   

 受取利息 38 74

 受取配当金 63 24

 投資有価証券売却益 158 -

 デリバティブ運用益 75 196

 その他 86 64

 営業外収益合計 422 360

営業外費用   

 支払利息 47 58

 投資有価証券評価損 - 250

 持分法による投資損失 - 62

 その他 6 87

 営業外費用合計 54 458

経常損失（△） △1,189 △2,061

特別利益   

 固定資産売却益 1,276 -

 特別利益合計 1,276 -

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

86 △2,061

法人税、住民税及び事業税 306 331

法人税等調整額 △225 △719

法人税等合計 80 △387

四半期純利益又は
四半期純損失（△）

6 △1,673

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

8 △1,654

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2 △19

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 274 208

 為替換算調整勘定 580 372

 退職給付に係る調整額 △10 △17

 持分法適用会社に対する持分相当額 - 3

 その他の包括利益合計 843 566

四半期包括利益 849 △1,107

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 853 △1,093

 非支配株主に係る四半期包括利益 △4 △13
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年７月１日
　至 2017年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年７月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

86 △2,061

 減価償却費 381 393

 のれん償却額 116 116

 投資有価証券売却損益（△は益） △158 30

 投資有価証券評価損益（△は益） - 250

 持分法による投資損益（△は益） - 62

 固定資産売却損益（△は益） △1,277 0

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 25 △5

 賞与引当金の増減額（△は減少） 1,215 1,263

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 54 3

 受取利息及び受取配当金 △102 △98

 デリバティブ運用損益（△は益） △75 △196

 売上債権の増減額（△は増加） 1,977 △1,396

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,203 △2,177

 仕入債務の増減額（△は減少） △456 △617

 未払金の増減額（△は減少） 218 △688

 前受金の増減額（△は減少） 2,633 747

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,185 △444

 その他 △675 △764

 小計 △2,425 △5,583

 利息及び配当金の受取額 53 35

 利息の支払額 △7 △16

 法人税等の支払額 △978 △952

 営業活動によるキャッシュ・フロー △3,358 △6,516

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） 686 704

 有形固定資産の取得による支出 △158 △650

 有形固定資産の売却による収入 2,327 0

 投資有価証券の取得による支出 △167 △98

 投資有価証券の売却による収入 172 537

 貸付けによる支出 △312 △205

 貸付金の回収による収入 57 -

 その他 △75 △53

 投資活動によるキャッシュ・フロー 2,530 235

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - 6,000

 長期借入金の返済による支出 △109 △89

 自己株式の売却による収入 78 98

 自己株式の取得による支出 △14 △1

 配当金の支払額 △1,178 △1,171

 その他 △14 △10

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,237 4,825

現金及び現金同等物に係る換算差額 84 148

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,982 △1,306

現金及び現金同等物の期首残高 17,083 15,233

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  15,101 ※1  13,926
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【注記事項】

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更および会計上の見積りの変更)

(有形固定資産の減価償却方法の変更)

当連結会計年度を初年度とする中期経営計画策定を契機として有形固定資産の使用実態について検討を行いまし

た。その結果、当社および一部の国内子会社において、建物、機械装置等について経済的便益が使用可能期間にわ

たり均等に消費されると見込まれるため、当第１四半期連結会計期間より有形固定資産の減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更してより適切な原価配分を行うこととしました。

　また、減価償却方法の変更に伴い、一部の有形固定資産について、除却時点の価値の検討に基づき残存価額を備

忘価額へ変更しております。

　この変更により、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の減価償却費が15百万円減少し、営業損失、

経常損失および税金等調整前四半期純損失は14百万円減少しております。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(原価差異の繰延処理)

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期末日までにほぼ解消が見込ま

れるため、当該原価差異を流動負債（その他）として繰り延べております。
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(追加情報)

(従業員持株ESOP信託)

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってお

ります。

(1) 取引の概要

当社は、2017年５月15日の取締役会において、従業員の福利厚生の増進および当社の企業価値向上に係るイン

センティブの付与を目的として、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下、「本制度」という）の再導

入を決議いたしました。

　なお、本制度の導入に伴い、当社が現在保有する自己株式の一部を、資産管理サービス信託銀行株式会社に設

定される信託Ｅ口（以下、「信託Ｅ口」という）に対し、第三者割当により一括して処分することを同時に決議

いたしました。

　本制度は、「日本工営グループ従業員持株会」（以下、「持株会」という）に加入するすべての従業員を対象

に、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。本制度の導入にあたり、当社は、当

社を委託者、みずほ信託銀行株式会社を受託者とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下、

「本信託契約」という）を締結します（本信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という）。また、み

ずほ信託銀行株式会社は、資産管理サービス信託銀行株式会社との間で、資産管理サービス信託銀行株式会社を

再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再信託する契約を締結します。

　資産管理サービス信託銀行株式会社は、信託Ｅ口において、設定後５年間にわたり持株会が購入することが見

込まれる数に相当する当社株式を予め一括して取得し、以後、持株会の株式購入に際して当社株式を売却してい

きます。信託Ｅ口による持株会への当社株式の売却を通じて、信託終了時までに、本信託の信託財産内に株式売

却益相当額が累積した場合には、かかる金銭を残余財産として、受益者適格要件を充足する持株会加入者（従業

員）に分配します。他方、当社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に際し保証をするため、当社株価

の下落等により、信託終了時において、株式売却損相当額の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が

当該残債を弁済することとなります。

 
(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、前連結会計年度1,087百万円、358千株、当

第１四半期連結会計期間988百万円、325千株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度1,073百万円、当第１四半期連結会計期間1,018百万円

　

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

(偶発債務)

訴訟事件

 連結子会社である日本シビックコンサルタント株式会社（以下「同社」という。）は、大阪府より、2014年６

月19日付けで、シールドトンネル詳細設計案件における不法行為責任を理由として請求金額750百万円（損害金

572百万円および年５分の割合による遅延損害金）の損害賠償請求訴訟（以下「本件訴訟」という。）の提起を受

けました。また、大阪府は、2016年２月29日付けの訴え変更申立てにより、本件訴訟における請求金額を8,643百

万円（損害金6,189百万円および年５分の割合による遅延損害金）に拡張いたしました。同社は、同社に不法行為

はなく損害賠償責任はないものと判断し、本件訴訟において争っております。

　なお、大阪府の裁判所への申立てにより、2014年６月に上記請求に関する仮差押決定があったため、同社は、

同年７月に750百万円（投資その他の資産のその他）（※1）を仮差押解放金として法務局に供託しております。

 

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

(売上高の季節的変動)

前第１四半期連結累計期間（自　2017年７月１日　至　2017年９月30日）および当第１四半期連結累計期間

（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

当社グループの売上高は、通常の営業形態として下期に進捗度合が増す業務の割合が大きいため、季節変動が

生じております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年７月１日
至 2018年９月30日)

現金及び預金 17,029百万円 14,449百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,807 △380

ESOP信託別段預金 △120 △142

現金及び現金同等物 15,101 13,926
 

 

 

　　　

EDINET提出書類

日本工営株式会社(E00078)

四半期報告書

21/29



 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2017年７月１日 至 2017年９月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年８月14日取
締役会

普通株式 1,192 75.00 2017年６月30日 2017年９月８日　 利益剰余金
 

（注） 2017年８月14日取締役会決議による配当金の総額には、ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当金34百万円

が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

 ３．株主資本の著しい変動

　当社は、2017年８月14日開催の取締役会決議に基づき、2017年８月31日付で、自己株式1,436,731株の消却を実施

しております。この結果、当第１四半期連結累計期間において資本剰余金が835百万円、利益剰余金が1,323百万

円、自己株式が2,158百万円それぞれ減少し、当第１四半期連結会計期間末において、資本剰余金が6,405百万円、

利益剰余金が40,943百万円、自己株式が1,383百万円となっております。
　
当第１四半期連結累計期間(自 2018年７月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年８月28日臨
時取締役会

普通株式 1,192 75.00 2018年６月30日 2018年９月７日 利益剰余金
 

（注） 2018年８月28日臨時取締役会決議による配当金の総額には、ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当金26百

万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第１四半期連結累計期間(自 2017年７月１日 至 2017年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注）

合計コンサル
タント
国内事業

コンサル
タント
海外事業

電力エン
ジニアリ
ング事業

都市空間
事業

エネル
ギー事業

不動産
賃貸事業

計

売上高          

 外部顧客への売上高 1,974 5,837 3,103 3,104 ― 113 14,133 35 14,168

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

113 3 49 6 ― 39 211 0 211

計 2,088 5,840 3,152 3,110 ― 152 14,344 36 14,380

セグメント利益
又は損失（△）

△1,959 667 390 69 ― 105 △726 △496 △1,222
 

（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △726

「その他」の区分の損失（△） △496

セグメント間取引消去 33

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失（△） △1,189
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 当第１四半期連結累計期間(自 2018年７月１日 至 2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注）

合計コンサル
タント
国内事業

コンサル
タント
海外事業

電力エン
ジニアリ
ング事業

都市空間
事業

エネル
ギー事業

不動産
賃貸事業

計

売上高          

 外部顧客への売上高 5,749 5,111 3,088 3,291 213 109 17,565 164 17,729

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

147 6 51 15 ― 41 262 207 469

計 5,897 5,118 3,139 3,307 213 150 17,827 371 18,199

セグメント利益
又は損失（△）

△1,511 6 124 31 △59 83 △1,325 △751 △2,077
 

（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △1,325

「その他」の区分の損失（△） △751

セグメント間取引消去 16

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失（△） △2,061
 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度の2018年４月に、分散型エネルギーを活用した発電とエネルギーマネジメントを事業領域と

するエネルギー事業部を新設したことにより、報告セグメントに「エネルギー事業」を追加しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間の比較情報として開示した、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報

については、変更後の区分方法にて記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年７月１日
至 2017年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年７月１日
至 2018年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

0円55銭 △106円33銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社株
主に帰属する四半期純損失金額（△）(百万円)

8 △1,654

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
(百万円)

8 △1,654

普通株式の期中平均株式数(株) 15,451,565 15,557,162
 

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上、控除した当該自己株式の期

中平均株式数は前第１四半期連結累計期間441,904株、当第１四半期連結累計期間341,333株であります。

　　

EDINET提出書類

日本工営株式会社(E00078)

四半期報告書

25/29



 

(重要な後発事象)

（譲渡制限付株式報酬としての新株式発行）

当社は、2018年９月27日開催の当社臨時取締役会において、譲渡制限付株式報酬として新株式の発行を行う

ことを決議し、2018年10月26日に払込手続きが完了いたしました。

１．発行の目的および理由

当社は、2017年８月14日開催の当社取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取

締役」という。）が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇および企業価値向上へ

の貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、対象取締役に対し、譲渡制限付株式を交付する株式報酬

制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議いたしました。

　なお、2017年９月28日開催の第73回定時株主総会において、本制度に基づき、対象取締役に対する譲渡制

限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額6,000万円以内として設定すること、対

象取締役に対して各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の総数は50,000株を上限とすることおよび

譲渡制限付株式の譲渡制限期間として１年間から５年間までの間で当社取締役会が定める期間とすること等

につき、承認されております。

２．発行の概要

（1） 払込期日 　　　　　　　　　 　       2018年10月26日

　（2） 発行する株式の種類および数         　当社普通株式14,495株

　（3） 発行価額 　　　　　　　　　        　１株につき3,095円

　（4） 発行総額                             44,862,025円

　（5） 資本組入額                           １株につき1,548円

　（6） 資本組入額の総額                     22,438,260円

　（7） 募集または割当方法                   特定譲渡制限付株式を割り当てる方法

　（8） 出資の履行方法                       金銭報酬債権の現物出資による

　（9） 割当対象者およびその人数ならびに     当社取締役（社外取締役を除く）９名に対して

　　　　割当株式数                           14,495株

　（10）譲渡制限期間                         2018年10月26日から2021年10月25日

　（11）その他                               本新株発行については、金融商品取引法による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有価証券通知書を提出しております。 
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２ 【その他】

2018年８月28日開催の臨時取締役会において、2018年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               1,192百万円

   （ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当金26百万円が含まれております。）

②　１株当たりの金額      　                     75円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  2018年９月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2018年11月12日

日本工営株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大   中   康   宏 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 草   野   耕   司 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本工営株式会

社の2018年７月１日から2019年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年９月

30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年７月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本工営株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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